
[様式１]

令和３年度　部局経営方針

部局名 上下水道局 部局長名 松尾　昇一

職　員　数　　　　　　　（人） 現計予算額　　　　　　　　（千円） 令和３年度中に策定した計画　　（根拠法令等）
一般会計 856,385
特別会計 2,600

水道事業会計 1,995,350
簡易水道事業会計 193,675

下水道事業会計 2,725,890
農業集落排水事業会計 329,781

前年度繰越額（千円）
一般会計 0
特別会計 0

水道事業会計 141,903
簡易水道事業会計 82,038

下水道事業会計 184,208
農業集落排水事業会計 0

【基本姿勢】

『自然を守り、安全・安心な環境で心豊かに笑顔で暮らせるまち』を目指します。

【総合計画・基本理念】

衛生的で快適な生活環境の中で『市民が心豊かに笑顔で暮らせるまち』を目指し、「強靭」・「安全」・「持続」の３つの柱に基づく各施策を推進します。

【総合計画・基本目標】

４－６　安全で安定した水の供給
　○ 安全で良質な水の安定供給に努めます。
　○ 水道事業経営の健全化に努めます。

４－７　生活排水の適切な処理
　○ 公共下水道事業を推進します。
　○ 農業集落排水事業を推進します。
　○ 合併処理浄化槽の普及と適正管理を図ります。

正　 職 　員
26 人 日向市権現原浄水場更新基本計画

日向市下水道ストックマネジメント第３期計画

再任用職員 2 人 日向市下水道耐水化計画

総
合
計
画
に
基
づ
く
部
局
の
経
営
戦
略

部
局
の
経
営
資
源

会 計 年 度
任 用 職 員

3 人

任期付職員 1 人



様式１－２　総合計画に基づく重点戦略と重点プロジェクト 【上下水道局】

指標の説明 目標値
単
位

実績値
達成
状況

1
水
道
課

水道事
業

399

　老朽管路更新や耐震
化及び施設・設備類の
長寿命化対策並びに、
権現原浄水場更新基本
計画を策定します。

老朽管路の
更新延長

4 km 4.4 A

　老朽管路の更新と併
せ管路の耐震化を図る
ことにより、大規模地震
等への対策を進捗させ
ることが出来ました。
　また、権現原浄水場更
新基本計画を策定する
ことにより、今後予定し
ている大規模更新へ向
けた条件整理を行いま
した。

　原材料等の高騰に伴
う水道用資機材価格の
上昇により、工事価格
が上昇しています。

　今後も基幹管路更新
工事や権現原浄水場更
新事業も予定しているこ
とから、事業費の拡充を
図る必要があります。

2

下
水
道
課

下水道
事業

401

　往還地区の下水道の
整備並びに施設の長寿
命化対策工事を行いま
す。

第2期日向
市下水道ス
トックマネジ
メント計画に
おける進捗
率

100 ％ 100 A

　下水道布設工事につ
いては、入札不調によ
り、進捗に遅れが生じま
したが、一定区域につ
いて供用開始しました。

　施設の長寿命化対策
については、計画通り進
捗しました。

　衛生的な市民生活の
維持に係る責務として
施設の耐震化、耐津波
化等自然災害への対応
も求められていますが、
経営的に先送りにして
いる状況があります。

　持続可能な事業経営
を図るため、老朽化対
策を優先して行います。
また、未普及対策につ
いては、令和7年度まで
に事業計画区域の完成
を目指します。

3

5　配水池の非
常用電源の整
備に取り組み
ます。

水
道
課

水道事
業

399
　配水池・ポンプ施設非
常用発電機整備計画を
策定します。

非常用発電
機整備予定
箇所の現地
調査

22
箇
所

22 A

 現地調査により、災害
時に大規模な被害が想
定される施設を選定し、
非常用発電機の設置に
向けた予算措置を行い
ました。

　発電機整備費用は高
額であることから、単年
度での整備が困難とな
ります。

　発電機設置について
は、停電による断水被
害の大きい施設を優先
することとし、それ以外
については、移動用発
電機による対応を可能
とするため、配電盤の改
良を行うこととします。
　また、断水被害を最小
限にとどめるため、直圧
給水への切り替えを検
討します。

4
6　浸水被害対
策に取り組み
ます。

下
水
道
課

浸水被
害軽減
対策事
業

315

　台風やゲリラ豪雨等に
より、浸水被害が想定さ
れる場合に、早急に排
水ポンプを設置し、被害
の軽減を図ります。

下水道計画
区域内での
浸水による
人的被害の
件数

0 件 0 A

　豪雨等による浸水被
害が予測される地区に
排水ポンプを設置し、浸
水被害の軽減対策を行
いました。
　
・排水ポンプ設置稼働
回数　２回

　現状の対策は、浸水
被害に対する抜本的な
解決手段ではなく、軽減
策です。
　現時点では、抜本的な
浸水被害の解消を図る
ための具体的な整備手
法および時期が未定の
状況です。

　引き続き、関係地区と
の意見交換を行いつ
つ、時代の潮流や最新
の住民ニーズ等を適格
に捉え、最適な事業手
法を整理する必要があ
ります。

令和３年度の取組内容（目標）施策の内容
所
管
課

予算事業
名

成果説明書
頁数

番
号

戦略

重点
プロ

ジェク
ト

具体
的な
施策

代表的な指
標

（KPI）
令和３年度の事業成果 事業を進める上での課題

令和3年度　成果指標 課題を踏まえた今後の方
針・方向性

４　自
然豊
かで
快適
な強
いま
ちづく
り

１　助
け合
う災
害に
強い
まち
づくり
プロ
ジェ
クト

３　国
土強
靭化
の推
進

-

4　上下水道施
設の耐震化や
老朽化した施
設の更新に取
り組みます。



様式１－３　その他に取組む重点事業 【上下水道局】

番
号

基本
目標
名称

施策名称
具体的
な施策
名称

所管課
予算事
業名

成果説明
書頁数 現状と課題 令和３年度取組内容（目標） 進捗状況 令和3年度取組結果

今後の
方向性

1
2　防災体
制の充実

①　災
害予防
対策の
推進

下水道
課

浸水被
害軽減
対策事
業

315
　浸水被害の軽減を図るための対策を
行う必要があります。

　台風やゲリラ豪雨等により、浸水被害
が想定される場合に、早急に排水ポンプ
を設置し、被害の軽減を図ります。

計画どおり

　豪雨等による浸水被害が予測される地
区に排水ポンプを設置し、浸水被害の軽
減対策を行いました。
　
・排水ポンプ設置稼働回数　２回

維持

2 水道課
水道事
業

399

　水道は、市民の暮らしに欠かすことの
できない重要なライフラインであるため、
大規模災害発生時においても必要な水
道水が供給できる体制を維持し、また、
今後発生が予想される南海トラフ巨大地
震に備え、水道施設の更新や耐震化に
取り組む必要があります。

水道水の安全性を一層高め、安心して
おいしく飲める水道水を安定的に供給す
るため、「日向市水安全計画」に基づく適
正な水質管理を実施します。
　また、「日向市水道ビジョン」に基づき
施設の計画的な維持管理、更新や耐震
化を推進する事で強靭な水道施設の構
築を目指します。

計画どおり

　施設点検を実施しました。
　遠方監視システムによる配水量の常時
監視や重要管路の漏水調査を実施しま
した。
　給水車の運用確認も含めた応急給水
訓練を実施しました。
　権現原浄水場更新基本計画を策定し
ました。

維持

3 水道課
簡易水
道事業

400

　簡易水道事業は小規模な施設が点在
し、水道事業としての経営効率が低く施
設の老朽化も進行しています。
　そのため、施設長寿命化のための適切
な点検や更新の実施、適正規模の施設
再配置の検討等により施設運営の効率
化を図る必要があります。

　施設の維持管理及び水質検査を適切
に行うことにより、施設老朽化による事
故を未然に防止し、清浄な飲料水を安定
的に供給します。

計画どおり

　施設点検を実施しました。
　遠方監視システムによる配水量の常時
監視や重要管路の漏水調査を実施しま
した。
　給水車の運用確認も含めた応急給水
訓練を実施しました。
　坪谷浄水場のろ過砂更新を行いまし
た。

維持

4
6　安全で
安定した
水の供給

②　水
道事業
経営の
効率化

水道課
水道事
業

399

　給水人口の減少等により給水収益が
減少する一方で 、耐震化の推進や施設
老朽化による更新需要の増大が予想さ
れるため、一層の経営健全化が求めら
れています。

　令和３年度は窓口業務民間委託１期目
（３年間）の最終年度であるため、２期目
（５年間）へ向けて業務範囲拡大につい
ての検討を実施し、公募型プロポーザル
方式により受託業者の選定を行います。

計画どおり
委託2期目の業者選定が完了し、業務開
始に向けて委託内容の整理を行いまし
た。

維持

5
7　生活排
水の適切
な処理

①　公
共下水
道事業
の推進

下水道
課

下水道
事業

401
　下水道の整備、施設の長寿命化を図る
必要があります。

　往還地区の下水道の整備並びに施設
の長寿命化対策工事を行います。

遅れ

　往還地区の下水道工事については、
入札不調により、進捗に遅れが生じまし
たが、一定区域について供用開始しまし
た。

　施設の長寿命化対策工事について
は、浄化センター等４施設について、計
画通り、諸設備の改築更新を行いまし
た。

維持

4　生
活環
境

6　安全で
安定した
水の供給

①　安
全で良
質な水
の安定
供給

4　生
活環
境



様式１－３　その他に取組む重点事業 【上下水道局】

番
号

基本
目標
名称

施策名称
具体的
な施策
名称

所管課
予算事
業名

成果説明
書頁数 現状と課題 令和３年度取組内容（目標） 進捗状況 令和3年度取組結果

今後の
方向性

6

②　農
業集落
排水事
業の推
進

下水道
課

農業集
落排水
事業

402
　農業集落排水施設が老朽化しているた
め、長寿命化を図る必要があります。

　施設の長寿命化対策工事を行います。 計画どおり
　令和３年度からの５カ年実施計画に基
づき、３地区の処理場施設等について、
23設備の改築更新を行いました。

維持

7

③　合
併処理
浄化槽
の普及
と適正
管理

下水道
課

生活排
水対策
（浄化槽
設置整
備事業）

191
　単独浄化槽やくみ取り槽から合併浄化
槽への転換推進を図ることが課題となっ
ています。

　令和２年度から５カ年計画により、浄化
槽補助金交付を継続します。

計画どおり

　浄化槽施策について、ホームページや
市広報での周知他、懸垂幕での市民啓
発を行い、合併浄化槽への転換に対し、
７基分の補助金を交付しました。

維持

4　生
活環
境

7　生活排
水の適切
な処理



様式１－４　行財政改革大綱に基づく行動計画 【上下水道局】

番
号

基本方針 取組項目 所管課 令和３年度取組内容（目標） 進捗状況 令和３年度取組結果

1 水道課
　水道事業への市民の理解を深めるため、積極的な情報
発信を行います。

計画どおり

　「日向市水道ビジョン」の基本理念を中心に、水道事業
の活動について情報発信を行いました。
　HPではR2年度決算状況及び経営比較分析表を掲載し
ました。

2 下水道課
　市ホームページ、市広報紙にお知らせ・啓発等の情報
を掲載します。

計画どおり

　計画どおりの周知・啓発を行いました。

●浄化槽補助金
ホームページ掲載（４月）
広報ひゅうが（４月号）掲載
●下水道の日
広報ひゅうが（９月号）掲載
●浄化槽月間
広報ひゅうが（１０月号）掲載

3 職員の育成 水道課
　大規模災害発生時においても必要な水道水が供給でき
る体制を構築します。

計画どおり
給水車の運用確認も含めた応急給水訓練を実施し、災
害対応に備えました。

4
市民に開か
れた市役所
づくり

水道課 　使用開始中止の届出の電子化を検討します。 完了

開始・中止届のメール受付について課題点を整理した結
果、メールでの届出のみでは諸手続きが完了せず、か
えって市民が混乱することが想定され、現状の受付体制
が効率的であると判断しました。

5
情報公開と
個人情報の
保護

水道課 　個人情報取扱に関する理解を深めます。 計画どおり
個人情報に特化した研修会は開催されませんでしたが、
DV対策支援会議に出席し、個人情報保護の全庁的な情
報共有体制について理解しました。

市民に信頼され
る行政サービス
の提供

広報・広聴
活動の充実



様式１－４　行財政改革大綱に基づく行動計画 【上下水道局】

番
号

基本方針 取組項目 所管課 令和３年度取組内容（目標） 進捗状況 令和３年度取組結果

6 水道課
　窓口業務民間委託の１期目最終年度となります。委託
２期目（５年間）に向け、更なる経営の効率化を図るため
業務範囲を拡大します。

計画どおり
委託2期目の業者選定が完了し、業務開始に向けて委託
内容の整理を行いました。

7 下水道課 　下水道管路台帳システムの整備活用に努めます。 計画どおり
　下水道管路台帳システムのハード更新を行い、庁内ＬＡ
Ｎから活用できるよう利便性を高めるとともに、管路布設
情報についても、随時更新を行いました。

8 水道課 　「年間5日間以上の年休取得」に取り組みます。 その他
　年休取得に努めましたが全員が５日間以上取得するこ
とは達成できませんでした。

9 下水道課 　「年間５日間以上の年休取得」に取り組みます。 その他
　年休取得に努めましたが、全員が５日間以上取得する
ことは達成できませんでした。

10
未来につなげる
財政運営

適正な財政
運営

水道課
　独立採算制の根幹となる給水収益の見通し等について
検討します。

計画どおり

　上下水道料金等審議会において、経営の効率化と同時
に、水道料金の改定が必要であるとの答申を受けまし
た。
　投資額に対して一定の割合で起債借入れを行う方針を
決定しました。

11
適正な財政
運営

下水道課
　下水道・農集排の使用料改定に向けた調査研究に着手
します。

計画どおり

　使用料改定に係る研修の受講や改定を進めている市
へ視察を行いました。
　研修、視察で習得した内容を参考に、本市の改定スケ
ジュール等を検討しました。

12
自主財源の
確保

水道課
　民間のノウハウを活かした収納率向上への取り組みを
強化します。

計画どおり
水道料金収納等の業務委託業者により、年間を通して、
文書による催告や電話で閉栓未納者への督促を行いま
した。

未来につなげる
財政運営

効果的・効率的
な行政経営の
推進

行政運営の
効率化の推
進

効果的・効率的
な行政経営の
推進

行政運営の
効率化の推
進



様式１－４　行財政改革大綱に基づく行動計画 【上下水道局】

番
号

基本方針 取組項目 所管課 令和３年度取組内容（目標） 進捗状況 令和３年度取組結果

13
未来につなげる
財政運営

自主財源の
確保

下水道課 　下水道事業受益者負担金の収納率向上に努めます。 計画どおり

　滞納分については、督促状の発送と併せて電話連絡や
訪問も行いながら、収納率の向上に努めました。

令和３年度末時点
・現年度分収納率　99.05
・過年度分収納率　80.72

令和２年度末時点
・現年度分収納率　99.61
・過年度分収納率　76.09


